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東京電力福島第一原子力発電所における
廃炉・汚染水対策について

廃炉に向けた
取組と進捗

廃炉工程全体の枠組み

○第１～３期という大きな期間区分に基づいた廃炉工程。
○この枠組みは、平成29年９月に改訂された中⾧期ロードマップ
においても維持。

○燃料デブリは2021年内に取り出しを開始予定。

廃止措置終了までの期間
（30～40年後）

第３期安定化に向けた取組 第１期
冷温停止状態達成
・放出の大幅抑制

第２期

2013年11月
（4号機燃料取り出し開始） 2021年12月 30～40年後

使用済燃料取り出し開始
までの期間（2年以内）

燃料デブリ取り出しが
開始されるまでの期間（10年以内）

2011年12月
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周辺環境の線量低減状況について廃炉に向けた
取組と進捗

東京電力公表資料を基に経済産業省作成

東京電力公表資料を基に経済産業省作成
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仮設防潮堤(出典:東京電力ＨＰより)

津波が到達しない海抜
高台エリアに電源車等
のバックアップ電源や、
消防車等の注水手段を
用意しています。

■耐震、耐津波への対策
東日本大震災と同規模の地震や津波、更にはそれ以上の規模の地震が発生したとしても、
原子炉建屋など、重要な建物については倒壊しない健全性がコンピューター解析などに
より確認されています。

原子炉建屋からフィルタを介したモニタ室の
２箇所で、キセノン１３５（当該グラフでは
放射能濃度（１）及び（２））を測定している。

■希ガスの発生量

再臨界や地震、津波への対策について廃炉に向けた
取組と進捗

東京電力公表資料を基に経済産業省作成
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東京電力公表資料を基に経済産業省作成

東京電力福島第一原子力発電所構内の
労働環境改善について

廃炉に向けた
取組と進捗
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「汚染源を取り除く」、「汚染源に水を近づけない」、「汚染水を漏らさない」、
という３つの基本方針に基づいて、予防的・重層的な対策を講じています。

汚染水対策に関する取組（1/2）廃炉に向けた
取組と進捗

東京電力の資料を基に経済産業省が作成



環境省「放射線による健康影響等に関する統一的な基礎資料（平成 30 年度版）」　第 6章 事故の状況

汚染水対策に関する取組（2/2）廃炉に向けた
取組と進捗

出典:経済産業省資源エネルギー庁「廃炉の大切な話2018」、
トリチウム水タスクフォース「トリチウム水タスクフォース報告書」（平成28年）、
多核種除去設備等処理水の取扱いに関する小委員会事務局「トリチウムの性質等について（案）」より作成

トリチウム（三重水素）一般的な水素（軽水素）

一般的な水素のみから
構成される水分子

トリチウムは「三重水素」と呼ばれる水素の放射性同位体。
水分子を構成する水素として存在しており、多核種除去設備等での除去が困難。

一般的な水素とトリチウムから
構成される水分子

【水分子の構造】
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廃炉に関する取組廃炉に向けた
取組と進捗

東京電力公表資料を基に経済産業省作成

 １～３号機は安定状態を維持した上で、使用済み燃料プール内の燃料取り出しに向けた準備作業中（ガレキ撤去、
除染、遮へい、取出用設備の設置等）。

 事故時に溶けて固まった燃料（燃料デブリ）の取り出し方針を決定。取り出しの具体的な方法決定に向け検討中。


